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池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における住宅等建設について 

― 平成１９年６月以降の市内米軍施設に係る主な経過 ― 

 住宅建設対策等  

平成１９年 

 ６月13日  横浜防衛施設局から「池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）におけ 

       る米軍家族住宅等の建設について－基本構想－」を受理 

 ６月15日  基地対策特別委員会 

 

 ６月25日  金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会       … 資料１ 

 

 ６月25日  「平成２０年度国の制度及び予算に関する提案・要望書」を発表 

        要望項目 １ 市内米軍施設及び区域の早期返還の促進 

        要望項目 ２ 跡地利用に係る財政上の優遇措置及び国事業の実施等 

        要望項目 ３ 住宅等建設に係る地元への十分な配慮等 

 ６月26日   金田副市長が、防衛施設庁等に提出 

 ６月28・29日 市長が、尾身財務大臣・久間防衛大臣に手交 

  

 

 ７月25日  金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会 

 同  日  同 対策協議会から「池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）におけ 

       る家族住宅等の基本構想について（要望）」を受理     … 資料２   
 
       要望項目 ①緑の保全     ②道路・交通問題     ③ 建築計画 

       要望項目 ④住民への計画周知 ⑤飛び地の早期返還と跡利用への全面的な協力 

 

 

 今後の対応 ８月中に、横浜防衛施設局長あて市長名による要請を行います。 



池子住宅地区及び海軍補助施設(横浜市域)における

家族住宅等の基本配置計画

平成19年6月
横浜防衛施設局

資料１



住宅建設について

１６年８月、横浜市長の声明

・ 緑を可能な限り残し、自然環境の保全に十分配慮

・ ８００戸程度とされる住宅戸数については、見直しを図

り、できる限りの削減

１６年９月、神奈川県における在日米軍施設・区域の整理等に関する

第３回施設調整部会（日米合同委員会の下部機関）での協議

・ 改変面積については、横浜市域の面積の半分以下に

抑制し、自然環境の保全に配慮

・ 住宅建設戸数を７００戸程度に縮減
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１６年９月、横浜市による公表

・ 住宅等の建設、施設の返還に係る具体的協議に入る

旨表明



１８年８月、横浜市及び金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会

・ 高層住宅５棟（18階建て1棟､17階建て2棟､15階建て2棟）を

中心とする基本計画配置案を提示
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１８年１０月、横浜市から、住宅等建設について要請

①緑地の保全、自然環境の保全

②環境への配慮、 ③災害の防止

④風致の維持と施設配置、建築物の高さ等の配慮

⑤工事中及び供用後の交通対策

⑥施設供用後に向けた対応、 ⑦法令・条例等の遵守

⑧地域住民への説明、 ⑨地域のまちづくりの推進

⑩飛び地の返還と跡地利用、 ⑪その他



基本配置計画の主な見直し点

景観
周辺の高台からの見え方

稜線から大きく突出することのないよう、

高層住宅の階数に配慮
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周辺の高台からの見え方

稜線越しに容易に視認されることのないよう、

高層住宅の階数に配慮

南東側の近接する住宅への配慮

高層住宅に換え、低層住宅を配置
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緑の保全及び植栽

敷地の過半部分については緑地として保全

改変部分についても、できる限り、植栽により緑を再生

さらに、改変部分の緑化面積をより広く確保する

観点からも、基本配置計画案を見直し

基本配置計画の主な見直し点



周辺道路の交通量を抑制するため、

土砂の搬出を極力抑えた造成計画
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大気汚染・振動・騒音・安全

周辺道路の交通量を抑制するため、

土砂の搬出入をほぼゼロに抑えた造成計画

建物高さの抑制 ・ 更なる緑化面積の

確保のため、立体駐車場を地下駐車場

としたことによる建設残土は搬出

※

基本配置計画の主な見直し点



基本配置計画の概要

整備する建物等： 家族住宅７００戸及びその支援施設
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事 業 対 象 地： 神奈川県横浜市金沢区六浦町内
施設・区域面積： 約３６．７ｈａ（横浜市域）
改 変 面 積： 約１７．８ｈａ



家族住宅 高層住宅 ５棟 ６４４戸
１８階建て（１４２戸） １棟
１７階建て（１３３戸） ２棟
１５階建て（１１８戸） ２棟

低層住宅 ９棟 ５６戸
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高層住宅 ６棟 ６４４戸
１５階建て（１１６戸） １棟
１４階建て（１０８戸） ４棟
１３階建て（ ９６戸） １棟

低層住宅 ８棟 ５６戸

周辺の高台から稜線越しに容易に視認
されることのないよう、より景観に配慮す
るため、建物高さを抑制



支援施設 中央公共施設（物品販売所・食堂等)、

生活支援施設（室内運動場・診療所等)、

管理事務所、

幼稚園／小学校、

消防署、 倉庫、 駐車場等
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基本配置計画案 平成18年 8月時点



京急逗子線

横
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須
賀
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路
16号

消防署

県道金沢逗子線

幼稚園/小学校

生活支援施設

管理事務所

施設管理作業所

中央公共施設

施設管理倉庫

倉庫

地下駐車場入口

改変面積：17.8ha
0 100 200m

低層住宅（56戸）

※基本設計及び実施設計の段階で修正することがある。

基本配置計画案 見直し後
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FH=56.0

FH=56.0

FH=40.0

断面図

断面位置図

敷地内断面図 平成１８年８月案
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高層棟 高層棟 小学校

FH=40m
FH=56m
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敷地内断面図 見直し後

高層棟
高層棟高層棟 小学校
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周辺からの眺望 視点位置図

六浦南３丁目２７番地スポーツ広場付近

東朝比奈２丁目１９番地 六浦西第二公園付近

東朝比奈１丁目２６番地 六浦大道公園付近

(FH=48m)

(FH=39m)

(FH=63m)

(FH=24m)
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視点２

視点３
視点１

視点４

高舟台１丁目３番地付近



整備後の眺望

視点１（東朝比奈２丁目１９番地 六浦西第二公園付近）

平成１８年８月時点 見直し 後
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整備後の眺望

視点２（高舟台１丁目３番地付近）
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見直し 案平成１８年８月案



整備後の眺望

視点３（東朝比奈１丁目２６番地 六浦大道公園付近）
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見直し 案平成１８年８月案



整備後の眺望

視点４（六浦南３丁目２７番地 スポーツ広場付近）
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平成１８年８月案 見直し 案



工事着手までの流れ

関係法令に基づく手続

環境影響評価手続

実 施 設 計

◆説明会

◆説明会

１８‘ ２０年度以降

※工 事
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※ 平成２１年度頃の現場着手、6年程度の工期を見込む。

埋蔵文化財調査が必要となる場合がある

１９年度

基本設計

環境現況調査

注： 本表は現時点での概略工程であり、今後、基本設計等を通じて精査することとしている。



H19.6.13横浜防衛施設局長から市長宛て回答

１　緑地の保全、自然環境の保全

(1)

　改変面積が17.8ヘクタールであるとした根拠を示すこと。な
お、鉄塔を移設する計画となっているが、この場合、移設に伴
う進入路築造等に伴う造成も、改変面積に含まれるため、造成
エリアを精査した上、「改変面積を横浜市域の面積の２分の１
以内とする」とした、日米政府間の合意を遵守すること。

　平成18年8月17日付け施横建第29号(YCP）でお示しした米軍家
族住宅等の基本配置計画案（以下「当初計画案」という。）及
び今般見直した基本配置計画における改変面積は、「横浜市域
の面積の半分以下に抑制し、自然環境の保全に配慮する。」と
された平成16年10月18日の日米合同委員会の合意（以下「日米
合同委員会合意」という。）に従ったものである。
　これらの改変面積は、敷地造成において極力残土の搬出を抑
えられるよう考慮しつつ、高さを抑えた建物等の配置が可能な
敷地として、それぞれ約17.8ヘクタールとなったものである。
　鉄塔の移設については、進入路築造等に伴う造成を要しない
工法を採ることとしている。

(2)
　非改変地については、緑地の保全を将来にわたり担保するた
めの具体的方策を講ずること。

　米軍家族住宅等の提供後においても、日米合同委員会合意を
踏まえつつ、非改変地の緑地の保全に努めてまいりたい。

(3)
　改変地についても、極力植樹等の緑化対策を行い、緑の創
造・再生を図ること。

　改変地については、可能な限り植樹するなど、適切な緑化対
策を講じてまいりたい。

H18.10.2市長から横浜防衛施設局長宛て要請

①緑の保全について
　前回要望したとおり、緑は面積だけではなく、その質も重要
であり、環境調査の結果を踏まえ、現在の生態系をできる限り
残すことを求めます。
　また、改変される部分についても、緑化対策に努めるよう求
めます。

池子住宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における家族住宅等建設事業の基本構想等への対応について

H19.7.25金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会会長
から市長宛て要望

はじめに
　今回の要望書は、平成19年6月25日、当協議会に対し「池子住
宅地区及び海軍補助施設（横浜市域）における家族住宅等の基
本構想」が示されたことを受けて、現時点における地元の意見
を踏まえ、協議会の要望としてまとめたものです。
　なお、本要望書では、池子住宅地区についての要望をまとめ
ていますが、本来、先行して跡地利用に向けた検討が進められ
るべき「旧小柴貯油施設」について、国は土壌汚染調査さえ、
未だ着手していません。「旧小柴貯油施設」の跡地利用検討を
進めるため、早期に土壌汚染調査を実施することを要望すると
ともに、金沢区民の要望も踏まえた跡地利用の検討をあわせて
お願いします。
　また、金沢区内に残された富岡倉庫地区など米軍施設が早期
に返還されるよう、国に強く働きかけていただくようあわせて
お願いします。

要望書を提出する主旨
　先般、横浜防衛施設局より示されました基本構想は、当協議
会からの要望を踏まえた横浜市からの要請を反映しているとい
うことに関しては、協議会としては一定の評価をしておりま
す。
　しかし、横浜市からの要請に対する回答の内容を見ると、要
請に対し前向きに努力する姿勢は感じられますが、その方策に
ついて、具体的に示されていません。協議会としては、今回の
基本構想の説明を受けて、引き続き要望していくべきと判断し
た項目について、取り急ぎ、以下のとおりまとめております。
　今後も、要請に対する方策について、環境影響評価手続き
等、具体的に検討が進んだ段階で、当協議会に適時適切に説明
していただくとともに、その意見を尊重してくださるよう、引
き続き横浜防衛施設局との調整をお願いいたします。

　仲秋の候　貴職におかれましては、ますます御清栄のこととお喜
び申し上げます。
　さて、標記につきましては、8月17日付け施横建第29号(YCP)で基
本配置計画案が示され、本市の意見を求められているところです。
　住宅等建設に伴う本市の基本的な考えにつきましては、平成17年
3月に、本市住宅建設対策プロジェクトが公表した「第一次報告」
に示しているところであり、貴局においても、これを尊重し基本構
想等住宅等建設計画の立案を行っていることと存じます。
　ところで、今回提示された基本配置計画案は、建物等の配置計画
を基本に、造成計画、高層棟の階数及び周辺からの眺望のごく一端
に過ぎず、住宅等建設の詳細な内容が明らかになっているわけでは
ありません。
　したがって、提示資料のみをもって基本配置計画案について評価
し、意見を述べることは困難な状況にありますが、金沢区米軍施設
建設・返還跡地利用対策協議会等の意見を踏まえ、住宅建設対策プ
ロジェクトで現時点での要請事項を次のとおりまとめましたので、
国として最大限尊重した措置を講ずるよう要請します。
　また、平成16年10月に返還方針が合意された市内米軍施設のう
ち、旧小柴貯油施設については、平成17年12月に返還が実現しまし
たが、富岡倉庫地区など残りの施設については、依然として返還さ
れておりません。つきましては、これらの施設の早期返還実現に向
け、米国との協議を進めるとともに、返還された旧小柴貯油施設の
有効利用に向け、国として一層の御尽力を賜るよう併せて要請しま
す。

資料２
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H19.6.13横浜防衛施設局長から市長宛て回答H18.10.2市長から横浜防衛施設局長宛て要請
H19.7.25金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会会長

から市長宛て要望

(1)
　環境影響評価の実施に当たっては、動植物、水質、土壌等の
自然環境のみならず、地域社会（交通混雑、交通安全）や景観
等についても、環境影響の回避・低減を図ること。

　地域社会の交通混雑及び交通安全、景観等については、本件
建設事業に係る環境影響評価手続において、環境影響評価項目
に含めることとしている。

(2)
　改変地において失われる生物生息環境については、その価値
を極力損なわないよう、必要な措置を講ずること。

(3) 　樹木は、可能な限り移植等による活用を図ること。

(4)
　表土は、植物の生育を確保するため、可能な限り植栽帯等へ
の活用を図ること。

(5)
　旧軍や弾薬庫としての使用履歴を明らかにし、適切な措置を
講ずること。

　使用履歴の調査等を適切に実施してまいりたい。

(6)
　必要に応じ文化財調査を実施し、結果に応じて適切な保存を
図ること。

　横浜市教育委員会と調整し、必要な措置を講じてまいりた
い。

(1)
　土砂や雨水の流出等により周辺地域が被災することのないよ
う、工事中及び供用後の適切な災害防止措置を講ずること。

(2) 　雨水調整池を設置すること。

(1)

　周辺の住宅地から、高層棟の建物上部が保全された尾根の稜
線越しに容易に視認されることのないよう、造成地盤高や建築
物の配置等についての見直しを行い、高層棟の高さ（階数）を
できる限り低減すること。

(2)
　近接する住宅地に対しては、建築物の高さ等の見直しによ
り、圧迫感を低減するとともに、緑化による周辺との調和など
に配慮すること。

(3)
　建築物のデザインや外壁の色彩を工夫すること。また、建築
物周囲の植樹や屋上緑化等について、検討すること。

③建築計画について
　今回提示された基本構想では、建物の上部が稜線を越えない
ように、また周辺住宅地の居住者に圧迫感を与えることのない
よう、建物の配置や高さ等について一定の工夫は見受けられま
した。今後の設計にあたっても、建物のデザインや外壁の色彩
など、周辺環境・景観との調和に配慮したものとしていただく
とともに、環境に十分配慮し、建設残土等についても極力少な
くなるよう施工計画の十分な検討をお願いしたい。

　今般見直した基本配置計画は、当初計画案における高層棟の
配置・階数等を見直し、高層棟の高さをできる限り低減すると
ともに、近接する住宅への圧迫感が低減されるよう配慮したも
のである。
　また、建築物のデザインや外壁の仕様、建築物周辺の緑化等
については、周辺との調和に配慮しつつ、今後、基本設計及び
実施設計において検討することとしている。

２　環境への配慮

（再掲）
①緑の保全について
　前回要望したとおり、緑は面積だけではなく、その質も重要
であり、環境調査の結果を踏まえ、現在の生態系をできる限り
残すことを求めます。
　また、改変される部分についても、緑化対策に努めるよう求
めます。

４　風致の維持と施設配置、建築物の高さ等の配慮

　雨水調整池の設置を含め、適切な災害防止措置を講じてまい
りたい。

　環境に配慮した具体的方策については、環境影響評価手続に
おいて策定することとしており、環境に配慮した方策を講じて
まいりたい。

３　災害の防止
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H19.6.13横浜防衛施設局長から市長宛て回答H18.10.2市長から横浜防衛施設局長宛て要請
H19.7.25金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会会長

から市長宛て要望

(1)
　工事の実施に当たっては、周辺道路が、狭あいである状況
や、閑静な住宅地内を通っている状況を踏まえ、周辺地域への
影響を十分に配慮し、適切な対応を図ること。

(2)

　工事の実施に当たっては、工事用車両のみならず、工事従事
者が使用する車両も含め、周辺交通環境への負荷に関する具体
的な検討結果を明らかにし、周辺の一般道への負荷を極力軽減
するための代替措置の検討を行うなど、交通対策について、十
分な配慮を行うこと。

(3)

　特に、六浦駅前は、狭あいであるのみならず、歩行者・自転
車が輻輳している状況にあることから、工事用車両等が通行す
る場合には、道路の拡幅など十分な危険回避措置を講ずるこ
と。

(4)
　将来、都市計画道路横浜逗子線について、新たに事業化する
場合には、特別助成措置の導入を含め、国として最大限協力す
ること。

　御要請の事業に係る具体的な内容等を確認・検討の上、防衛
施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和49年法律第101
号）に基づき適切に対応してまいりたい。

(5)
　供用後の通勤等の手段、利用ルートなど周辺交通環境への負
荷を軽減するための具体的な検討結果を明らかにし、交通対策
等について、十分に配慮すること。

　米軍家族住宅等の提供後における交通対策等については、環
境影響評価手続の中で、周辺交通環境に配慮した方策を検討し
てまいりたい。

(1)
　国と本市及び地域とで供用後の対応についての取り交わしを
行った場合には、国の責任で、米軍と十分な調整を行うこと。

(2)
　周辺住民と米軍家族との親善交流や施設開放が図られるよ
う、米軍に働きかけること。

(3)
　現状の広域避難場所としての機能維持について、米軍と調整
の上、検討すること。

(4)
　道路交通法など日常生活に関わる国内法について理解を深め
るため、講習会等の実施を検討すること。

(1)
　都市計画法をはじめ、関係法令・条例等を遵守し、地区内の
自然環境や周辺地域に配慮した計画とするよう検討を行うこ
と。

(2)
　地域住民が日常的に利用することができる一定規模以上の公
園を設置すること。

(3) 　事業区域内に存在する道水路の処理を適正に行うこと。

②道路・交通問題について
　前回要望したとおり、施設建設に伴う工事車両及び施設建設
後の米軍住宅居住者の生活車両等による周辺交通に対する負荷
は小さいものではないため、既存道路を現状のまま使用するこ
とを前提とした建設計画は、周辺住民の理解が得られるもので
はありません。
　したがって、都市計画道路横浜逗子線の整備、横浜横須賀道
路の活用等を含めて、周辺地域への影響を最小限にするよう、
必要な対策を講じていただきたい。

　周辺道路における工事関係車両の通行に際しては、交通誘導
員を配置する等の措置を講ずるなど、環境影響評価手続の中
で、周辺交通環境等に配慮した方策を検討してまいりたい。

５　工事中及び供用後の交通対策

６　施設供用後に向けた対応

７　法令・条例等の遵守

　御要請については、親善交流や施設開放などの具体的な内容
等を確認・検討の上、米軍と鋭意調整してまいりたい。
　なお、米軍においては、交通安全教育等がすでに実施されて
いるところである。

　関係法令等を遵守しつつ、自然環境や周辺地域に配慮した計
画を検討してまいりたい。
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H19.6.13横浜防衛施設局長から市長宛て回答H18.10.2市長から横浜防衛施設局長宛て要請
H19.7.25金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会会長

から市長宛て要望

(1)

　今後、基本・実施設計を進める中で、住宅等の工事概要、緑
地・自然環境の保全策、土砂等の搬出入量、工事関係車両の台
数や動線、生活車両の想定台数等が明確になった場合には、速
やかに金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会に対し、
説明を行い、その意見を尊重すること。また、周辺住民に対し
て適時、適切に情報の提供を行うこと。

(2)
　現在、横浜防衛施設局のホームページで、基本配置計画案を
公表しているように、今後も、市民への情報提供を積極的に行
うこと。

　六浦駅周辺地区は、「金沢区まちづくり方針」で、まちづく
り検討地区に位置付けられているが、地域まちづくりを推進し
ていくには、道路交通アクセスや地区の安全性等への配慮が必
要な地区であることから、「防衛施設周辺の生活環境の整備等
に関する法律」の積極的活用を図るなど、国として協力を行う
こと。

　御要請のまちづくりに係る具体的な内容等を確認・検討の
上、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律に基づき適
切に対応してまいりたい。

(1) 　飛び地の早期返還に向け、米軍との協議を行うこと。

(2)

　飛び地は、住宅等建設により影響を受ける周辺住民の利便性
の向上・福祉増進等に資する利用が図られるべきであり、国と
して整備を行うなど、跡地利用の具体的方策を本市に提案する
こと。

　今後、建設計画や工事方法等に関する国の検討の進ちょくに
応じて、周辺住民の意向等を踏まえた新たな要請事項が生じた
場合には、これを十分に尊重し、国として誠実な対応を行うこ
と。

　周辺住民の意向等を踏まえた新たな要請事項については、十
分尊重してまいりたい。

１１　その他

⑤飛び地の早期返還と跡利用への全面的な協力について
　飛び地については早期に返還していただくことを引き続き要
望します。また、飛び地返還後、米軍住宅居住者との親善交流
や住宅等建設により影響を受ける周辺住民の利便性の向上・福
祉増進等に資する利用が図られるよう、日米の交流に資する施
設の整備等について、全面的に協力していただきたい。

　いわゆる飛び地については、その早期返還に向け、米軍と鋭
意協議してまいりたい。
　また、跡地利用については、周辺住民の意向を踏まえた貴市
からの具体的な要望等をお聴きしつつ、できる限り協力してま
いりたい。

９　地域のまちづくりの推進

１０　飛び地の返還と跡地利用

④住民への計画周知について
　環境影響評価手続き等の進捗に応じて、住宅施設等の建築工
事概要、緑・自然環境の保全策、建設残土等の搬出入量、工事
関係車両の台数や動線、生活車両の想定台数等が明確になった
時点で、早期に当協議会に説明し、その意見を尊重し、誠実に
対応するよう要望します。
　更に、周辺住民に対しても適時、適切に情報を提供し、その
意見について尊重するよう要望します。

　本件建設事業については、基本構想、基本設計、環境影響評
価手続及び実施設計の進捗に応じて、金沢区米軍施設建設・返
還跡地利用対策協議会等に対し適時適切に説明してまいりた
い。
　また、今後とも、当局のホームページ等を活用して情報を提
供してまいりたい。

８　地域住民への説明
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